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Ⅰ　論文要旨
湯　進
【目的】
本稿は後発国の工業化の分析に欠かせないキャッチ
アップ型工業化モデルを後発性の利益モデル,産業集
積論,イノベーション論等様々な観点から整理,検討
したうえで,東アジアならびに中国の電子産業を対象
に,後発国の産業発展と持続的成長における｢キャッ
チアップの視点｣を提示し, ｢二段階キャッチアップ
工業化｣モデルの展開を試みたものである｡
【主要な論点】
1.ガ-シェンクロン｢後発性の利益｣モデルによる
工業化,また,末廉昭｢キャッチアップ型工業化
論｣が,どの国において,いつの時代においても
有効な戦略になるとは限らない｡後発国産業が持
続的成長を達成するためには, 2段階のキャッチ
アップが必要である｡コア技術の習得段階が第1
次キャッチアップと位置づけられる｡そして,イ
ノベーションカの構築段階を意味する発展プロセ
スが第2次キャッチアップである｡
2.日本,韓国,台湾の各電子産業のキャッチアップ
パターンを通じて,コア技術を獲得,吸収するプ
ロセスは, ｢技術革新の好循環｣の構築が可能と
なり,第2次キャッチアップ成功の1つのカギは,
基盤技術の厚みと基礎研究･応用研究を深めるこ
とにある｡
3.中国の電子産業の発展においては,改革開放以降,
家電･電子産業における技術蓄積と裾野産業の発
展を通して,コア技術の習得を意味する第1次キ
ヤツチアップ段階の条件が整ったのである｡さら
に,第2次キャッチアップ段階に向けては,企業
所有権の改革,人的資源管理制度の確立および地
域のイノベーションシステムの導入を通じて,実
現されつつある｡
【主な学術的貢献】
1.後発国のキャッチアップ工業化研究の頂点にある
と見られる末席昭｢キャッチアップ型工業化論｣
を批判的に検討し,後発国産業発展における｢二
段階キャッチアップ工業化｣モデルの研究は本論
文が最初に手掛けた｡
2.戦後,日本のカラーテレビと半導体装置産業,韓
国の半導体とm液晶産業,台湾の半導体,パ
ソコンとm液晶産業の発展を検討し, ｢二段階
キャッチアップ工業化｣モデルに基づき,それぞ
れのキャッチアップパターンと共通性を明らかに
し,キャッチアップ展開の段階を位置づける｡
3.日本国内では中国電子産業に関する研究があるが,
中国建国(1949年)以降,各時期の産業･企業
データを用いて,中国電子産業の発展歩み,電子
部品産業の育成,産業集積の形成,企業ガバナン
スの改革,人的資源管理,生産方式の構築,研究
開発の特徴など,より具体的に包括的な研究は本
論文が最初である｡
4.実証研究については,中国電子産業を中心に多数
の開発区,企業,工場の実態調査を重ねてきた｡
中国のイノベーションシステムを整理し,産業ク
ラスター,インキュベータの展開とハイテク産業
の現状,さらに,中国のハイテクパークと中小電
子企業のイノベーションを実証的に示している｡
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【全体の構成】
第Ⅰ部　｢二段階キャッチアップ工業化論｣モデルのパラダイム
問題提起(序章)
後発国工業化論のフレーム 
ワーク(第1章) 
産業集積論の整理
(第2章)
東アジアのキャッチアップパターン 
中国電子産業研究の意義(第4章) 
イノベーション論の
整理(第3章)
第Ⅱ部　中国電子産業の発展-キャッチアップの検証
第1次キャッチアップ段階の実態中国電子産業の成長(第5章)  
第2次キャッチアップ段階に向けての条件所有構造改革など(第6章) 
第2次キャッチアップの準備段階へ中国液晶産業の事例(第7章) 
第2次キャッチアップ段階に向けて産業クラスターの形成  
技術型中小企業育成(第8章) 
まとめと結論:終章
｢二段階キャッチアップ工業化｣は､東アジア.中国の産業発展ないし後発国の産業発展 
において､重要なキャッチアップパターンとなる○ 
【本論文の要旨】
序章　問題の所在
キャッチアップ型工業化は後発国の工業化の分析に
欠かせないモデルと枠組みを提供してきた｡末贋昭の
｢キャッチアップ型工業化論｣については,後発国が
いかにイノベーションシステムを構築し,先進国を追
い上げるか｡また,中国の工業化とキャッチアップパ
ターンをどのように位置づけるかといった問題につい
ての分析が欠けている｡後発国の工業化を考察するに
あたっては,こうしたキャッチアップパターンとその
特徴をより具体的に,精敵に理論展開する必要がある｡
中国では,中国の工業化戦略の選択や政府の役割を
通した産業発展に注目し, ｢キャッチアップ型工業化
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論｣よりも,むしろ｢産業技術の発展経路,産業政策
論｣が論じられている｡すなわち, ｢中国型産業発展
論｣は産業技術の発展経路,先端技術型産業と伝統産
業の優先発展に対する選択をめぐる論争が焦点になり,
現状では, ｢キャッチアップ型産業発展論｣自体に対
する体系的な研究はいまだ見られていない｡
これまで,筆者は中国電子産業を中心に多数の開発
区,企業,工場の実態調査を重ねてきた｡その産業研
究に基づき,産業技術がいかに習得され,市場競争力
がどのように構築されたかという問題に焦点を当てな
がら,中国の産業発展における｢キャッチアップの視
点｣を提示し,筆者なりの｢二段階キャッチアップ工
業化｣モデルを試論として提示してみたい｡
第Ⅰ部｢二段階キャッチアップ工業化｣モデルー新
パラダイムの提唱
第Ⅰ部は産業発展に関連する先行研究の検討と｢二
段階キャッチアップ工業化｣モデルの提起を中心に展
開するものであり, 4つの章からなる｡
第1章　後発国工業化の理論的フレームワーク
後発国は,いかに新産業の発展に伴う様々なハード
ルを越え,先進国の産業にキャッチアップするのか,
まずは,こうした議論に関連の深い分野の文献を整理
することから始めたい｡本章では, ｢後発性の利益｣
の系譜と後発国の発展戦略を検討したうえで,後発国
のキャッチアップにおける技術の移転,吸収,走着遇
程を明らかにする｡そして,今までのところ,後発国
のキャッチアップ研究の頂点にあると見られる末席の
｢キャッチアップ型工業化論｣を批判的に検討し,そ
のアプローチの問題点と課題を探り出す｡以上の研究
成果を整理･批判するとともに, ｢二段階キャッチア
ップ工業化｣モデルの枠組みを提起し,後発国産業の
発展パターンを試論として展開する｡
(1) ｢後発性の利益｣の系譜と後発国の発展戦略
ロストウは,途上国の段階的経済発展を提起し,一
方,ガ-シェンクロンは｢後発性の利益｣モデルによ
って,経済発展の｢断絶性｣を強調した｡渡辺利夫が
そのモデルを発展させ,東アジア工業化の解釈を行っ
た｡また,韓国と台湾のキャッチアップについては,
金氏と漁民は東アジアにおける米国の軍事支配と援助,
反共主義などの歴史的背景に着目している｡
｢後発性の利益｣モデルだけで,後発国の工業化に
対する解釈は不十分である｡後発国のキャッチアップ
における有効な産業発展戦略や政府の市場介入の重要
性については,絵所[1997]の理論整理や世界銀行の
レポートなどの研究に基づき,後発国工業化戦略の流
れと事実を把握する必要がある｡
1980年代以降,ラテンアメリカの債務危機に対し,
東アジア地域は輸出志向型戦略および市場自由化政策
によって急成長を遂げた｡ 1993年に世界銀行が着手し
た『東アジアの奇跡』に関連する研究,それに対する
｢修正主義学者｣の反論,クルーグマンの警告などの
論点を整理する｡ 1997年のアジア金融危機を通じて,
ASEAN諸国における基盤産業の未成熟や技術のイノ
ベーションを伴わない資本と労働力の追加投入だけに
頼った発展によって,輸出志向型工業化戦略の限界は
いち早く見られた｡
2002年に世界銀行のレポートは東アジアで形成され
たクラスターを評価し,中国の成長ぶりと製品の競争
力に注目しはじめた｡中国にはわずか十数年間で世界
規模の電子産業集積が形成され, ｢世界の工場｣とし
ての地位を構築しているのである｡
(2)末席昭｢キャッチアップ型工業化論｣の視点と
意義
｢キャッチアップ型工業化論｣によれば,ある産業
で｢輸入,国内生産,輸出｣のサイクルを実現し,同
時に同じサイクルをより技術集約度の高い産業にも順
次適用し,国全体の産業構造を高度化していく,この
ような発展パターンが｢キャッチアップ型工業化｣で
ある｡筆者は末贋の議論に対し, ①後発国は先進国に
追いつくだけではなく,いかに追い上げるのか, ②後
発国に適応するイノベーション戦略とはなにか, ③後
発国の技術キャッチアップにおける最大の障壁はどこ
にあるのか, ④ポーターが提唱した産業集積･クラス
ターの効果については｢キャッチアップ型工業化論｣
では看過されているとの4つの問題点を挙げている｡
中国の台頭と｢キャッチアップ型工業化論｣の修正
末贋『進化する多国籍企業』には｢キャッチアップ
型工業化論｣の概念図が修正され,中国の発展プロセ
スが｢キャッチアップ型工業化論｣の例外である(長
い産業発展の歴史と幅広い産業集積,重層的で多様な
技術導入のチャネル,豊富な技術者,基盤技術をもつ
地場企業の存在)と示されている｡末席の｢キャッチ
アップ型工業化論｣の研究ベースが東南アジア諸国で
ある｡しかし,その発展モデルは東アジア･中国(重
化学産業基盤の存在)とではまったく異なり,それぞ
れ議論する必要があると指摘する｡
(3) ｢二段階キャッチアップ工業化｣モデルー新パラ
ダイムの提唱
筆者はキャッチアップのプロセスを第1次と第2次
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の二段階に分け,中国における新産業の誕生とその産
業の発展過程を検討する｡
第1次キャッチアップのカギー整合型生産方式の構
築
第1次キャッチアップは,産業のコア技術の習得段
階である｡そのプロセスについて,大きく(丑技術導
入･吸収, ②生産能力の整備, ③既存技術の改良･整
合型生産方式の構築, ④技術停滞･コア技術の習得
(獲得と吸収)の4段階に分けている｡
｢技術導入･吸収｣と｢生産能力の整備｣の段階に
関する既存研究と説明をここで省略する(第1章3を
参照)｡ ｢既存技術の改良｣を意味する整合型生産方式
について,筆者は, ｢ローカル企業が外資企業の製品
技術,生産システム,工程管理,品質管理,人的資源
管理などの分野における優れている点を選別･導入し,
自社の既存資源と融合させることによって,コア部品
を内製しないあるいは内製できないという弱みをカ
バーし,構築したオリジナルな生産システムである｣
と定義しておく｡
この生産方式は,例えば中国を念頭にすると, ①ア
メリカ型の大量生産システムをベースに, (彰カンパン
方式,混流型組み立てライン, 5S管理などの日本型
生産方式の要素も組み込んでおり, ③生産現場におけ
る多能工,単能工,臨時工の混在(ライン長,工程長,
班長が多能工で,組み立て従業員が単能工,臨時工と
なる企業が多い), ④出来高賃金制,年俸制,ストッ
クオプション制が共存する貸金制度と現場資源の蓄積
体制などの要素を含んでいる｡また,研究開発は｢集
成型イノベーション｣を採用し,徹底的にコストコン
トロール,製品デザインの多様化と製品投入のスピー
ドで競争優位を維持している｡
当該産業の特定製品における第1次キャッチアップ
の成功は,生産量,市場シェアの割合,コア技術の習
得などの3指標によって判断することができる｡第1,
製品製造を使用する機械･設備および汎用部品の国産
化ができ,急速に生産量の拡大を遂げる｡第2,多数の
ローカル企業が市場ニーズに応じて,外観設計の多様
化,製品機能の簡素化および電気回路･電子回路の自
社設計などの能力を形成し,品質の向上と独特の生産
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方式を構築することによって,国内市場におけるロー
カルブランドのシェアは優位となる｡第3,様々なルー
トによるコア技術の獲得や｢ミックス型イノベーショ
ン｣の構築である｡
第1次キャッチアップ段階の成否は, ①基礎研究と
基盤技術の蓄積･向上による外部優良資源の選別と内
部資源の融合が実現され, ②速やかに市場対応型製品
を開発し,量産能力の形成(整合型生産方式の構築),
③量産効果による資金蓄積(コア技術の獲得)と技術
蓄積･向上(コア技術の吸収能力)によるコア技術の
習得,などの点が鍵を握っており,第2次キャッチア
ップ段階への移行や持続的成長の可能性を決定する｡
第2次キャッチアップのカギ
産業の持続成長を図るためには,新製品と新技術を
創出するイノベーションカに結実する新たなステージ
へ移行しなければならない｡このイノベーションカの
構築段階を意味する発展プロセスが第2次キャッチア
ップであると指摘しておきたい｡第2次キャッチアッ
ププロセスのゴールは,習得したコア技術をベースに
し,将来のイノベーション能力を構築することにある｡
新技術(製品) ･新生産方法を模索するためのR&D
投入と研究開発,基盤技術の蓄積は,第2次キャッチ
アップのスタートとなる｡
当該産業の特定製品における第2次キャッチアップ
の成功は, 3指標によって判断することができる｡第
1,R&D投入と人材の確保による基礎研究と応用研究
を一層探化し,新素材(製品),新技術の持続的開発
能力を構築する,第2,ローカル企業が新しい技術･
シーズを商品化することによって,高付加価値の製品
市場におけるローカルブランドのシェアは優位となる,
第3,企業内には｢イノベーションの好循環｣が実現で
きるシステムを構築する｡
企業における新製品･新技術の持続的開発能力の構
築や｢イノベーションの好循環｣の形成は,第2次キ
ャッチアップの成功につながる｡この段階には,分野
を絞る基礎研究と応用研究の蓄積を一層深く,厚くす
る必要があり,長期･持続的R&D投入と人的資源の
育成を重要視しているのである｡つまり,分厚い｢基
盤技術の蓄積｣が形成されたことは後発国の産業発展
および第2次キャッチアップの成功に欠かせない条件
になる｡
｢二段階キャッチアップ工業化｣の実現条件と2つ
のシナリオ
新しい産業におけるキャッチアップの実現には5つ
の条件が必要であると考えられる｡
①国内･海外市場需要の存在は,第1次キャッチア
ップを実現する前提条件であり,新産業の形成と量的
拡大を促進した要因である, ②産業集積の形成は,新
産業の量的拡大に大きな役割を果たしている, ③コア
技術の習得段階においては,先進国企業との技術提携,
自社研究開発,技術を有する企業のM&A,などの主
たる3ルートによって,コア技術を獲得し, ｢整合型｣
生産方式の構築によるコア技術の吸収能力を形成して
いるのである, ④企業の構造改革や経営革新および政
府の産業育成策は第2次キャッチアップへ移行する重
要な条件になる, ⑤有能な企業家の存在,研究開発に
関わる人材の確保,現場の改善力を有する多能工の育
成,安定的雇用の対策と奨励システムの導入などの要
素は企業の技術革新能力の構築において,もっとも重
要な条件である｡
後発国は資本の投入と,資源,労働力の優位を加え
て,急速に第1次キャッチアップを展開することが可
能になる｡しかし,成長のトレンドは長く上昇できず,
一定のレベルになると,横ばいの傾向が見られる｡そ
して,後発国は再び資本を投入し,コア技術を習得し
たうえで,絶えず研究開発の投入,人材の確保と現場
改善力の育成, R&D体制の構築,政府の支援策,企
業家精神などの要素を整え,第2次キャッチアップを
試みる｡しかし,技術革新の好循環は短期間で実現さ
れるものではなく,長期的に模索する必要がある｡逆
に,第2次キャッチアップはこの段階で行き詰る可能
性が十分ある｡
第2章　産業集積と産業発展
本章では,マーシャルの｢外部経済｣をはじめ,フ
ォードシステムの変調とリピェッツの空間経済･地理
学, ｢柔軟な専門化｣,ポーターの｢ダイヤモンド｣モ
デルなどの産業集積論の脈絡を整理したうえで,後発
国の産業発展における集積の役割を明らかにする｡そ
して,日本の産業集積と中国の産業集積の現状分析を
通じて,集積効果を検討し,産業集積から産業クラス
ターの形成へと転換する意義を明らかにする｡
後発国産業のキャッチアップにおける産業集積の役
割について,筆者は技術の波及効果と技術の形成プロ
セスに焦点を当て, (丑後発国における産業集積の形成
は外部からの産業技術の導入･定着,経営のノウハウ
の流入などの要素が重要となる｡集積の形成期におい
て,先発企業が外部から導入した技術の専有度は一般
的に高くなく,先発企業に追随し,低付加価値製品を
生産する企業が増加しつつある｡ (彰集積の拡大期にお
いて部品調達の利便性,輸送費の削減などの効果は見
られる｡それと同時に,集積には労働市場が形成し,
多数の技術者･技能工が存在することによって,スピ
ンオフ創業が活発化する｡さらに激しい競争を加えて,
製品機能の改良や技術の向上を誘発する｡ ③集積の形
成は,外資企業や他地域のローカル企業の誘致要因に
なり, ｢集積が集積を生む自己拡大メカニズム｣を機
能し,結果的に大規模な産業集積が形成したことなど
を指摘する｡
第3章　イノベーションと産業発展
本章には,イノベーションに関する学説史を整理し,
イノベーションの類型と既存研究を検討したうえで,
後発国の産業発展および産業の持続成長に適応するイ
ノベーションを捉える｡
後発国の産業は成長期において,要素価格の競争優
位に適応する｢集成型イノベーション｣を選択すべき
である｡また,産業の成熟期になると,製品開発と市
場投入のスピードがより重要となり,次第に｢ミック
ス型イノベーション｣の選択が有効であろう｡しかし,
真の持続的成長を実現するためには,ブレークスルー
なイノベーションの創出がより重要になり,後発国の
企業は組織全体の資源が利用可能な外部資源を統合さ
せたうえで, ｢研究開発の投入,ハイテク技術の発展,
コア技術の改良,経営の革新｣などの要素を持ち,
｢持続的成長への壁｣を打破し,イノベーションの循
環システムを構築することであると考えている｡
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先発国製品の模倣･解析や外部イノベーション資源
の採用など,一時的成長を遂げたにも拘わらず,当該
産業の需要条件と要素条件から生じた変化により,い
つか成長の限界に直面するといえよう｡したがって,
第2段階の成長,すなわち｢コストの競争｣と｢ス
ピードの競争｣ (製品の開発･投入)を終え, ｢技術の
競争｣段階をめざすことは, ｢キャッチアップ型工業
化論｣で提唱された論点を延長させ,新たな発展に向
けての設計図となると考えられる｡
第4章　東アジアのキャッチアップー電子産業
本章では,東アジア電子産業の発展プロセスを外観
したうえで,日本の白黒･カラーテレビ産業と半導体
装置産業,韓国の半導体とm液晶産業,台湾の半
導体,パソコンとTFr液晶産業の発展を検討し,そ
のそれぞれのキャッチアップパターンを明らかにする｡
日本電子産業のキャッチアップ特徴は,分厚い基盤
技術の蓄積と応用研究に向けてのR&D投資を土台に
し,量産技術と部品品質の良さや製品の差別化による
競争力を図った点にある｡韓国･台湾の電子産業のキ
ャッチアップでは,日米競争時代で育てられた基盤産
業の存在であり,さらにIT技術の発達,オープン･
アーキテクチャ製造とモジュラー化の進展により,技
術者,資源不足の問題が一部カバーでき,電子産業の
急成長が可能となった｡しかし,韓国･台湾は素材と
一部のコア部品を依然として第2次キャッチアップ成
功の方向性に見え出しないまま発展していると考えて
いる｡
｢世界の工場｣と呼ばれる中国において,電子産業
の発展ぶりは中国市場ないし世界市場にも大きな影響
を与えている｡中国電子産業の分類を確認したうえで,
マクロデータの分析を通じて,中国電子産業50年の発
展の歩みや中国の経済における電子産業の役割を明ら
かにする｡
第Ⅰ部　中国電子産業の発展-キャッチアップの検証
中国電子産業のキャッチアッププロセスを中心に検
証するものであり, 4つの章からなる｡
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第5章　急成長する中国電子産業一第1次キャッチア
ップ
中国電子産業には, 1990年代後半,モジュラー化･
オープン･アーキテクチャ製造の導入,外資企業の経
営ノウハウの吸収,低コストの労働力と集積地域にお
ける部品調達の利便性で,生産能力と独自な生産方式
が構築されてきた｡中国電子産業の台頭と共に多数の
電子企業の著しい成長が注目されている｡
本章ではまず,日米電子産業競争や台湾電子産業の
成長に遡り,東アジアの工業化と生産ネットワークの
形成に与える影響を検証する｡次に,中国華南･華東
地域における電子産業集積の形成プロセスを辿り,
オープン･アーキテクチャ製造の中国定着を明らかに
する｡さらに,中国のカラーテレビ,パソコン,携帯
端末分野における第1次キャッチアッププロセスを分
析し,中国電子産業の成長実態と要因を捉えておきた
い｡最後に,海爾,格蘭仕,北大方正などのローカル
電子企業3社の事例を取り上げ,それぞれの成長モデ
ルを分析する｡
第6章　企業の所有構造,人的資源管理,コア技術一
第2次キャッチアップに向けての条件
近年,中国家電･情報通信機器市場の激しい価格競
争により,ローカル電子企業が製品の過剰生産,利益
率低下などの問題に迫られ,成熟製品分野において,
急成長の限界がますます見られるようになった｡
中国企業は持続的成長への壁を乗り越えるために,
ハイテク技術の発展,コア技術を習得したうえでの技
術イノベーション,経営のイノベーションなどの3分
野に力を入れる必要がある｡特に,企業所有構造改革
と資本関係の透明性,有効な人的資源制度の採用と人
材育成や技術取引市場の拡大とコア技術の買収などの
動きが注目され,こうした課題は中国電子産業におけ
る第1次キャッチアップの成功,第2次キャッチアッ
プへの移行の成否のカギを握っている｡
本章では,まず,中国電子企業の所有構造改革を中
心に分析し,最近の企業行動を踏まえて,キャッチア
ップの前提条件を明らかにする｡次に,中国風土に適
応する人的資源管理制度と人材育成の問題を検討した
うえで,ローカル企業の技術取引と企業M&Aによる
コア技術の獲得の過程を分析する｡
第7章　第2次キャッチアップの準備段階へ移行する
中国電子産業一中国液晶産業の事例
1990年代末から,日本･韓国･台湾メーカーが中国
のコスト優位と電子･部品産業の集積を利用し,現地
へのm液晶モジュール工程の生産移管を果たした｡
ところが,中国の液晶産業はm液晶パネルの製造
技術を持たず,完成品のアセンブリー工程に注力せざ
るをえない｡したがって,生産能力の拡大,生産ライ
ン稼働率の維持,出荷と販売増加,価格競争による収
益率の低下という悪循環に陥りやすいといえる｡
一部のローカル企業は外資企業の買収や事業提携を
技術獲得の主要ルートとして,資金力と技術力のハー
ドルを越え,相次ぎ液晶パネル生産に参入した｡さら
に,政府のm液晶産業の育成策を加え,中国液晶
産業が急速にキャッチアップしている｡
本章では,液晶産業の特徴と東アジア液晶産業の競
争を分析し,日本,台湾,韓国,中国メーカーの競争
優位を明らかにする｡次に中国液晶産業の産業構造,
発展歩み,産業集積の形成,政府の産業支援策などを
検討し,第2次キャッチアップの準備過程へ移行しつ
つある中国液晶産業と企業の実態を整理する｡
第8章　第2次キャッチアップに向けて-イノベーシ
ョンシステムの構築と技術型中小企業の育成
中国の産業発展とキャッチアップ成功のカギは,企
業レベルの組織変革だけではなく,中央･地方政府レ
ベルの産業発展戦略と支援策の策定･実施,中国にお
けるイノベーション環境の整備にも求められている｡
中国にはハイテク技術の実用化やハイテク企業の発展
に対する支援･育成策などの動きが注目され,ハイテ
クパークのような特定地域の誕生により,新たな産業
集積が形成されている｡また,各地にはインキュベー
タ施設や企業の技術センターが設立され,ハイテク産
業の発展と技術型中小企業の育成を図っている｡
本章では,中国のイノベーションシステムの歩みを
振り返り,産業クラスター,インキュベータの展開と
ハイテク産業の現状を分析する｡次に,中国ハイテク
パーク4カ所と企業5社の事例を取り上げ,第2次キ
ャッチアップに向け,中国のハイテクパークの展開,
地域におけるイノベーションシステムの構築と中小電
子企業のイノベーションの実態を一側面として示す｡
終章｢二段階キャッチアップ工業化｣と中国の産業
発展一結びにかえて
本章は中国の産業発展における二段階キャッチアッ
プの有効性と今後の課題を確認しながら,末席｢キャッ
チアップ型工業化論｣の新たな地平として,後発国の
産業発展におけるイノベーション能力の形成を意味す
る｢二段階キャッチアップ工業化｣の必要性を強調する｡
東アジア･中国電子産業の発展プロセスをみると,
第1次キャッチアップに続く第2次キャッチアップへ
の展開というキャッチアップパターンの共通性が見ら
れている｡異なる国(地域)と産業によって,ローテ
ク産業とハイテク産業,組立型産業と擦り合わせ型産
業の発展のように異質性があるとしても, ｢コア技術
の習得段階からイノベーション能力の構築段階へ｣と
いう産業発展の原則に照らして見れば,それはむしろ
同質性に含まれるようになる｡今後, ｢二段階キャッ
チアップ工業化｣モデルが中国の多くの産業で展開し
続ける｡
筆者は, 4つの追加点を挙げ,後発国の産業発展に
おける｢二段階キャッチアップ工業化｣モデルの必要
性を示した｡第1に,後発国の産業発展はいつまでも
｢後発性の利益｣戦略をとることとすれば,価格競争
や研究開発無視の悪循環に陥りやすいのであろう｡第
2に,先進国から技術移転によって誕生した後発国の
新産業は,コア技術のスピルオーバー効果が限定的で
あり,製品のすり合わせ技術を欠落していると見られ
ている｡第3に,コア技術を獲得,吸収するプロセス
は,企業の持続成長につながり, R&Dの投入,外部
資源の利用,人材育成などの諸条件の整備を通じ,早
がて｢技術革新の好循環｣の構築が可能となる｡第4
に,新産業と新技術創出の担い手は,産業集積･クラ
スターの効果を享受しながら,持続的に研究開発を行
う企業にある｡
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Ⅰ　審査報告
審査委員(主査)官署晃臣
(副査)大橋英夫
(副査)小林嚢治
(副査)鈴木直次
1.学位請求論文の主題と構成
【主題】
本稿は後発国の工業化の分析に欠かせないキャッチ
アップ型工業化モデルを後発性の利益モデル,産業集
積論,イノベーション論等様々な観点から整理,検討
したうえで,東アジアならびに中国の電子産業を対象
に,後発国の産業発展と持続的成長における｢キャッ
チアップの視点｣を提示し, ｢二段階キャッチアップ
論｣の展開を試みたものである｡まず,審査論文の主
要な論点を記しておきたい｡
【主要な論点】
1.ガ-シェンクロン｢後発性の利益｣モデルによる
工業化,また,末席昭『キャッチアップ型工業化
論』の工業化モデルが,どの国において,いつの
時代においても有効な戦略になるとは限らない｡
後発国産業が持続的成長を達成するためには, 2
段階のキャッチアップが必要である｡コア技術の
習得段階が第1次キャッチアップと位置づけられ
る｡そしてイノベーションカの構築段階を意味す
る発展プロセスが第2次キャッチアップである｡
2.日本,韓国台湾の各電子産業のキャッチアップパ
ターンを通じて,コア技術を獲得,吸収するプロ
セスによって, ｢技術革新の好循環｣の構築が可
能となる｡また第2次キャッチアップ成功の1つ
の鍵は基盤技術の厚みと基礎研究･応用研究を深
めることにある｡
3.中国の電子産業の発展においては,改革開放以降,
家電･電子産業における技術蓄積と裾野産業の発
展を通して,コア技術の習得を意味する第1次キ
ャッチアップの条件が整った｡さらに,第2次キ
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ヤツチアップの準備段階については,企業所有権
の改革,人的資源管理制度の確立および政府･地
域･企業主導のイノベーションシステムの導入を
通じて,実現されつつある｡
【各部･各章の概要】
序章　問題の所在
キャッチアップ型工業化は後発国の工業化の分析に
欠かせないモデルと枠組みを提供してきた｡末寮昭の
『キャッチアップ型工業化論』については,後発国が
いかにイノベーションシステムを構築し,先進国を追
い上げるか｡また,中国の工業化とキャッチアップパ
ターンをどのように位置づけるかといった問題につい
ての分析が欠けている｡後発国の工業化を考察するに
あたっては,こうしたキャッチアップパターンとその
特徴をより具体的に,精微に理論展開する必要がある｡
中国では,中国の工業化戦略の選択や政府の役割を
通した産業発展に注目し, ｢キャッチアップ型工業化
論｣よりも,むしろ｢産業技術の発展経路,産業政策
論｣が論じられている｡すなわち, ｢中国型産業発展
論｣は産業技術の発展経路,先端技術型産業と伝統産
業の優先発展に対する選択をめぐる論争が焦点になり,
現状では, ｢キャッチアップ型産業発展論｣自体に対
する体系的な研究はいまだ見られていない｡
これまで,筆者は中国電子産業を中心に多数の開発
区,企業,工場の実態調査を重ねてきた｡その産業研
究に基づき,産業技術がいかに習得され,市場競争力
がどのように構築されたかという問題に焦点を当てな
がら,中国の産業発展における｢キャッチアップの視
点｣を提示し,筆者なりの｢二段階キャッチアップ
論｣を整理しておく｡
第Ⅰ部｢二段階キャッチアップ工業化論｣一新パラ
ダイムの提唱
第Ⅰ部は産業発展に関連する先行研究の検討と｢二
段階キャッチアップ論｣の提起を中心に展開するもの
であり, 4つの章からなる｡
第1章　後発国工業化の理論的フレームワーク
【全体の構成】
第Ⅰ部　｢二段階キャッチアップ工業化論｣のパラダイム
問題提起(序章)
後発国工業化論のフレーム 
ワーク(第1章) 
産業集積論の整理
(第2章)
東アジアのキャッチアップパターン 
中国電子産業研究の意義(第4章) 
イノベーション論の
整理(第3章)
第Ⅱ部　中国電子産業の発展-キャッチアップの検証
第1次キャッチアップの実態急成長する中国電子産業(第5章)  
第2次キャッチアップの条件所有構造.人的資源.コア技術(第6章)  
第2次キャッチアップの準備段階へ中国液晶産業の事例(第7章)  
第2次キャッチアップに向けてイノベーションシステムの構築  
技術型中小企業育成の事例(第8章) 
まとめと結論:終章
｢二段階キャッチアップ工業化｣は､東アジア.中国の産業発展ないし後発国の産業発展 
において､重要なキャッチアップパターンとなる○ 
後発国は,いかに新産業の発展に伴う様々なハード
ルを越え,先進国の産業にキャッチアップするのか,
筆者は,こうした議論に関連の深い分野の文献を整理
することから始めている｡本章では, ｢後発性の利益｣
の系譜と後発国の発展戦略を検討したうえで,後発国
のキャッチアップにおける技術の移転,吸収,定着過
程を明らかにする｡そして,今までのところ,後発国
のキャッチアップ研究の最高水準にあると見られる末
贋昭の『キャッチアップ型工業化論』を批判的に検討
し,そのアプローチの問題点と課題を探り出す｡以上
の研究成果を整理･批判するとともに, ｢二段階キャ
ッチアップ論｣の枠組みを提起し,後発国産業の発展
パターンを試論として展開する｡
(1) ｢後発性の利益｣の系譜と後発国の発展戦略
ロストウは,途上国の段階的経済発展を提起し,一
方,ガ-シェンクロンは｢後発性の利益｣モデルによ
って,経済発展の｢断絶性｣を強調した｡渡辺利夫が
そのモデルを発展させ,東アジア工業化の解釈を行っ
た｡また,韓国と台湾のキャッチアップについては,
金氏と漁民は東アジアにおける米国の軍事支配と援助,
反共主義などの歴史的背景に着目している｡
｢後発性の利益｣モデルだけで,後発国の工業化に
対する解釈は不十分である｡後発国のキャッチアップ
における有効な産業発展戦略や政府の市場介入の重要
性については,絵所[1997]の理論整理や世界銀行の
レポートなどの研究に基づき,後発国工業化戦略の流
れと事実を把握する必要がある｡
1980年代以降,ラテンアメリカの債務危機に対し,
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東アジア地域は輸出志向型戦略および市場自由化政策
によって急成長を遂げた｡ 1993年に世界銀行が着手し
た『東アジアの奇跡』に関連する研究,それに対する
｢修正主義学者｣の反論,クルーグマンの警告などの
論点を整理する｡ 1997年のアジア金融危機を通じて,
ASEAN諸国における基盤産業の未成熟や技術のイノ
ベーションを伴わない資本と労働力の追加投入だけに
頼った発展によって,輸出志向型工業化戦略の限界は
いち早く見られた｡
2002年に世界銀行のレポートは東アジアで形成され
たクラスターを評価し,中国の成長ぶりと製品の競争
力に注目しはじめた｡中国にはわずか十数年間で世界
規模の電子産業集積が形成され, ｢世界の工場｣とし
ての地位を構築しているのである｡
(2)末席昭『キャッチアップ型工業化論』の視点
末贋｢キャッチアップ型工業化論｣によれば,ある
産業で｢輸入,国内生産,輸出｣のサイクルを実現し,
同時に同じサイクルをより技術集約度の高い産業にも
順次適用し,国全体の産業構造を高度化していく,こ
のような発展パターンが｢キャッチアップ型工業化｣
である｡筆者は末席の議論に対し, ①後発国は先進国
に追いつくだけではなく,いかに追い上げるのか, (彰
後発国に適応するイノベーション戦略とはなにか, ③
後発国の技術キャッチアップにおける最大の障壁はど
こにあるのか, ④ポーターが提唱した産業集積･クラ
スターの効果については｢キャッチアップ型工業化
論｣では看過されているとの4つの問題点を挙げてい
る｡
中国の台頭と｢キャッチアップ型工業化論｣の修正
末席『進化する多国籍企業』には｢キャッチアップ
型工業化論｣の概念図が修正され,中国の発展プロセ
スが｢キャッチアップ型工業化論｣の例外である(長
い産業発展の歴史と幅広い産業集積,重層的で多様な
技術導入のチャネル,豊富な技術者,基盤技術をもつ
地場企業の存在)と示されている｡末席の｢キャッチ
アップ型工業化論｣の研究ベースが東南アジア諸国で
ある｡しかし,その発展モデルは東アジア･中国(重
化学産業基盤の存在)とではまったく異なり,それぞ
れ議論する必要があると指摘する｡
132
(3) ｢二段階キャッチアップ工業化論｣一新パラダイ
ムの提唱
筆者はキャッチアップのプロセスを第1次と第2次
の二段階に分け,中国における新産業の誕生とその産
業の発展過程を検討する｡
第1次キャッチアップのカギー整合型生産方式の構
築
第1次キャッチアップは,産業のコア技術の習得段
階である｡そのプロセスについて,大きく(彰技術導
入･吸収, ②生産能力の整備, ③既存技術の改良･整
合型生産方式の構築, (彰技術停滞･コア技術の習得
(獲得と吸収)の4段階に分けている｡
｢技術導入･吸収｣と｢生産能力の整備｣の段階に
関する既存研究と説明をここで省略する(第1章3を
参照)｡ ｢既存技術の改良｣を意味する整合型生産方式
について,筆者は, ｢ローカル企業が外資企業の製品
技術,生産システム,工程管理,品質管理,人的資源
管理などの分野における優れている点を選別･導入し,
自社の既存資源と融合させることによって,コア部品
を内製しないあるいは内製できないという弱みをカ
バーし,構築したオリジナルな生産システムである｣
と定義しておく｡
この生産方式は,例えば中国を念頭にすると, ①ア
メリカ型の大量生産システムをベースに, (彰カンパン
方式,泥流型組み立てライン, 5S管理などの日本型
生産方式の要素も組み込んでおり, (彰生産現場におけ
る多能工,単能工,臨時工の混在(ライン長,工程長,
班長が多能工で,組み立て従業員が単能工,臨時工と
なる企業が多い), ④出来高賃金制,年俸制,ストッ
クオプション制が共存する賃金制度と現場資源の蓄積
体制などの要素を含んでいる｡また,研究開発は｢集
成型イノベーション｣を採用し,徹底的にコストコン
トロール,製品デザインの多様化と製品投入のスピー
ドで競争優位を維持している｡
当該産業の特定製品における第1次キャッチアップ
の成功は,生産量,市場シェアの割合,コア技術の習
得などの3指標によって判断することができる｡第1,
製品製造を使用する機械･設備および汎用部品の国産
化ができ,急速に生産量の拡大を遂げる｡第2,多数の
ローカル企業が市場ニーズに応じて,外観設計の多様
化,製品機能の簡素化および電気回路･電子回路の自
社設計などの能力を形成し,品質の向上と独特の生産
方式を構築することによって,国内市場におけるロー
カルブランドのシェアは優位となる｡第3,様々なルー
トによるコア技術の獲得や｢ミックス型イノベーショ
ン｣の構築である｡
第1次キャッチアップ段階の成否は, ①基礎研究と
基盤技術の蓄積･向上による外部優良資源の選別と内
部資源の融合が実現され, ②速やかに市場対応型製品
を開発し,量産能力の形成(整合型生産方式の構築),
(彰量産効果による資金蓄積(コア技術の獲得)と技術
蓄積･向上(コア技術の吸収能力)によるコア技術の
習得,などの点が鍵を握っており,第2次キャッチア
ップ段階への移行や持続的成長の可能性を決定する｡
第2次キャッチアップのカギ
産業の持続成長を図るためには,新製品と新技術を
創出するイノベーションカに結実する新たなステージ
へ移行しなければならない｡このイノベーションカの
構築段階を意味する発展プロセスが第2次キャッチア
ップであると筆者は定義する｡第2次キャッチアップ
プロセスのゴールは,習得したコア技術をベースにし,
将来のイノベーション能力を構築することにある｡新
技術(製品) ･新生産方法を模索するためのR&D投
入と研究開発,基盤技術の蓄積は,第2次キャッチア
ップのスタートとなる｡
当該産業の特定製品における第2次キャッチアップ
の成功は, 3指標によって判断することができる｡第
1,R&D投入と人材の確保による基礎研究と応用研究
を一層探化し,新素材(製品),新技術の持続的開発
能力を構築する,第2,ローカル企業が新しい技術･
シーズを商品化することによって,高付加価値の製品
市場におけるローカルブランドのシェアは優位となる,
第3,企業内には｢イノベーションの好循環｣が実現で
きるシステムを構築する｡
企業における新製品･新技術の持続的開発能力の構
築や｢イノベーションの好循環｣の形成は,第2次キ
ャッチアップの成功につながる｡この段階には,分野
を絞る基礎研究と応用研究の蓄積を一層深く,厚くす
る必要があり,長期･持続的R&D投入と人的資源の
育成を重要視しているのである｡つまり,分厚い｢基
盤技術の蓄積｣が形成されたことは後発国の産業発展
および第2次キャッチアップの成功に欠かせない条件
になる｡
｢二段階キャッチアップ工業化｣の実現条件と2つ
のシナリオ
新しい産業におけるキャッチアップの実現には5つ
の条件が必要であると考えられる｡
(彰国内･海外市場需要の存在は,第1次キャッチア
ップを実現する前提条件であり,新産業の形成と量的
拡大を促進した要因である, ②産業集積の形成は,釈
産業の量的拡大に大きな役割を果たしている, (釘コア
技術の習得段階においては,先進国企業との技術提携,
自社研究開発,技術を有する企業のM&A,などの主
たる3ルートによって,コア技術を獲得し, ｢整合型｣
生産方式の構築によるコア技術の吸収能力を形成して
いるのである, (彰企業の構造改革や経営革新および政
府の産業育成策は第2次キャッチアップ-移行する重
要な条件になる, (参有能な企業家の存在,研究開発に
関わる人材の確保,現場の改善力を有する多能工の育
成,安定的雇用の対策と奨励システムの導入などの要
素は企業の技術革新能力の構築において,もっとも重
要な条件である｡
後発国は資本の投入と,資源,労働力の優位を加え
て,急速に第1次キャッチアップを展開することが可
能になる｡しかし,成長のトレンドは長く上昇できず,
一定のレベルになると,横ばいの傾向が見られる｡そ
して,後発国は再び資本を投入し,コア技術を習得し
たうえで,絶えず研究開発の投入,人材の確保と現場
改善力の育成, R&D体制の構築,政府の支援策,企
業家精神などの要素を整え,第2次キャッチアップを
試みる｡しかし,技術革新の好循環は短期間で実現さ
れるものではなく,長期的に模索する必要がある｡逆
に,第2次キャッチアップはこの段階で行き詰る可能
性が十分ある｡
第2章　産業集積と産業発展
本章では,マーシャルの｢外部経済｣をはじめ,フ
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オードシステムの変調とリピェッツの空間経済･地理
学, ｢柔軟な専門化｣,ポーターの｢ダイヤモンド｣モ
デルなどの産業集積論の脈絡を整理したうえで,後発
国の産業発展における集積の役割を明らかにする｡そ
して,日本の産業集積と中国の産業集積の現状分析を
通じて,集積効果を検討し,産業集積から産業クラス
ターの形成へと転換する意義を明らかにする｡
後発国産業のキャッチアップにおける産業集積の役
割について,筆者は技術の波及効果と技術の形成プロ
セスに焦点を当て, ①後発国における産業集積の形成
は外部からの産業技術の導入･定着,経営のノウハウ
の流入などの要素が重要となる｡集積の形成期におい
て,先発企業が外部から導入した技術の専有度は一般
的に高くなく,先発企業に追随し,低付加価値製品を
生産する企業が増加しつつある｡ (彰集積の拡大期にお
いて部品調達の利便性,輸送費の削減などの効果は見
られる｡それと同時に,集積には労働市場が形成し,
多数の技術者･技能工が存在することによって,スピ
ンオフ創業が活発化する｡さらに激しい競争を加えて,
製品機能の改良や技術の向上が誘発される｡ (彰集積の
形成は,外資企業や他地域のローカル企業の誘致要因
になり, ｢集積が集積を生む自己拡大メカニズム｣が
機能し,結果的に大規模な産業集積が形成したことな
どを指摘する｡
第3章　イノベーションと産業発展
本章では,イノベーションに関する学説史を整理し,
イノベーションの類型と既存研究を検討したうえで,
後発国の産業発展および産業の持続成長に適応するイ
ノベーションを考えている｡
後発国の産業は成長期において,要素価格の競争優
位に適応する｢集成型イノベーション｣を選択すべき
である｡また,産業の成熟期になると,製品開発と市
場投入のスピードがより重要となり,次第に｢ミック
ス型イノベーション｣の選択が有効であろう｡しかし,
真の持続的成長を実現するためには,ブレークスルー
なイノベーションの創出がより重要になり,後発国の
企業は組織全体の資源が利用可能な外部資源を統合さ
せたうえで, ｢研究開発の投入,ハイテク技術の発展,
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コア技術の改良,経営の革新｣などの要素を持ち,
｢持続的成長への壁｣を打破し,イノベーションの循
環システムを構築することであると考えている｡
先発国製品の模倣･解析や外部イノベーション資源
の採用など,一時的成長を遂げたにも拘わらず,当該
産業の需要条件と要素条件から生じた変化により,い
つか成長の限界に直面するといえよう｡したがって,
第2段階の成長,すなわち｢コストの競争｣と｢ス
ピードの競争｣ (製品の開発･投入)を終え, ｢技術の
競争｣段階をめざすことは, 『キャッチアップ型工業
化論』で提唱された論点を延長させ,新たな発展に向
けての設計図となると考えられるとしている｡
第4章　東アジアのキャッチアップー電子産業
本章では,東アジア電子産業の発展プロセスを外観
したうえで,日本の白黒･カラーテレビ産業と半導体
装置産業,韓国の半導体とm液晶産業,台湾の半
導体,パソコンとm液晶産業の発展を検討し,そ
のそれぞれのキャッチアップパターンを明らかにする｡
日本電子産業のキャッチアップの特徴は,分厚い基
盤技術の蓄積と応用研究に向けてのR&D投資を土台
にし,量産技術と部品品質の良さや製品の差別化によ
る競争力を図った点にある｡韓国･台湾の電子産業の
キャッチアップでは,日米競争時代で育てられた基盤
産業の存在があり,さらにIT技術の発達,オープ
ン･アーキテクチャ製造とモジュラー化の進展により,
技術者,資源不足の問題が一部カバーでき,電子産業
の急成長が可能となった｡しかし,韓国･台湾は素材
と一部のコア部品を依然として第2次キャッチアップ
成功の方向性に見え出しないまま発展していると考え
ている｡
｢世界の工場｣と呼ばれる中国において,電子産業
の発展ぶりは中国市場ないし世界市場にも大きな影響
を与えている｡以下,中国電子産業の分類を確認した
うえで,マクロデータの分析を通じて,中国電子産業
50年の発展の歩みや中国の経済における電子産業の役
割を明らかにする｡
第Ⅰ部　中国電子産業の発展-キャッチアップの検証
中国電子産業のキャッチアッププロセスを中心に検
証するものであり, 4つの章からなる｡
第5章　急成長する中国電子産業一第1次キャッチア
ップ
中国電子産業には, 1990年代後半,モジュラー化･
オープン･アーキテクチャ製造の導入,外資企業の経
営ノウハウの吸収,低コストの労働力と集積地域にお
ける部品調達の利便性で,生産能力と独自な生産方式
が構築されてきた｡中国電子産業の台頭と共に多数の
電子企業の著しい成長が注目されている｡
本章ではまず,日米電子産業競争や台湾電子産業の
成長に遡り,東アジアの工業化と生産ネットワークの
形成に与える影響を検証する｡次に,中国華南･華東
地域における電子産業集積の形成プロセスを辿り,
オープン･アーキテクチャ製造の中国定着を明らかに
する｡さらに,中国のカラーテレビ,パソコン,携帯
端末分野における第1次キャッチアッププロセスを分
析し,中国電子産業の成長実態と要因を捉えておきた
い｡最後に,海爾,格蘭仕,北大方正などのローカル
電子企業3社の事例を取り上げ,それぞれの成長モデ
ルを分析する｡
第6章　企業の所有構造,人的資源管理,コア技術一
第2次キャッチアップへの条件
近年,中国家電･情報通信機器市場の激しい価格競
争により,ローカル電子企業が製品の過剰生産,利益
率低下などの問題に迫られ,成熟製品分野において,
急成長の限界がますます見られるようになった｡
中国企業は持続的成長-の壁を乗り越えるために,
ハイテク技術の発展,コア技術を習得したうえでの技
術イノベーション,経営のイノベーションなどの3分
野に力を入れる必要がある｡特に,企業所有構造改革
と資本関係の透明性,有効な人的資源制度の採用と人
材育成や技術取引市場の拡大とコア技術の買収などの
動きが注Elされ,こうした課題は中国電子産業におけ
る第1次キャッチアップの成功,第2次キャッチアツ
プへの移行の成否のカギを握っている｡
本章では,まず,中国電子企業の所有構造改革を中
心に分析し,最近の企業行動を踏まえて,キャッチア
ップの前提条件を明らかにする｡次に,中国風土に適
応する人的資源管理制度と人材育成の問題を検討した
うえで,ローカル企業の技術取引と企業M&Aによる
コア技術の獲得の過程を分析する｡
第7章　第2次キャッチアップの準備段階へ移行する
中国電子産業一中国液晶産業の事例
1990年代未から,日本･韓国･台湾メーカーが中国
のコスト優位と電子･部品産業の集積を利用し,現地
へのm液晶モジュール工程の生産移管を果たした｡
ところが,中国の液晶産業はm液晶パネルの製造
技術を持たず,完成品のアセンブリー工程に注力せざ
るをえない｡したがって,生産能力の拡大,生産ライ
ン稼働率の維持,出荷と販売増加,価格競争による収
益率の低下という悪循環に陥りやすいといえる｡
一部のローカル企業は外資企業の買収や事業提携を
技術獲得の主要ルートとして,資金力と技術力のハー
ドルを越え,相次ぎ液晶パネル生産に参入した｡さら
に,政府のTFr液晶産業の育成策を加え,中国液晶
産業が急速にキャッチアップしている｡
本章では,液晶産業の特徴と東アジア液晶産業の競
争を分析し,日本,台湾,韓国,中国メーカーの競争
優位を明らかにする｡次に中国液晶産業の産業構造,
発展歩み,産業集積の形成,政府の産業支援策などを
検討し,第2次キャッチアップの準備過程へ移行しつ
つある中国液晶産業と企業の実態を整理する｡
第8章　第2次キャッチアップに向けて
-イノベーションシステムの構築と技術型中
小企業の育成
中国の産業発展とキャッチアップ成功のカギは,企
業レベルの組織変革だけではなく,中央･地方政府レ
ベルの産業発展戦略と支援策の策定･実施,中国にお
けるイノベーション環境の整備にも求められている｡
中国にはハイテク技術の実用化やハイテク企業の発展
に対する支援･育成策などの動きが注目され,ハイテ
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クパークのような特定地域の誕生により,新たな産業
集積が形成されている｡また,各地にはインキュベー
タ施設や企業の技術センターが設立され,ハイテク産
業の発展と技術型中小企業の育成を図っている｡
本章では,中国のイノベーションシステムの歩みを
振り返り,産業クラスター,インキュベータの展開と
ハイテク産業の現状を分析する｡次に,中国ハイテク
パーク4カ所と企業5社の事例を取り上げ,第2次キ
ャッチアップに向け,中国のハイテクパークの展開,
地域におけるイノベーションシステムの構築と中小電
子企業のイノベーションの実態を一側面として示す｡
終章　二段階キャッチアップ工業化と中国の産業発展
一結びにかえて
本章は中国の産業発展における二段階キャッチアッ
プの有効性と今後の課題を確認しながら,末贋『キャ
ッチアップ型工業化論』の更なる地平として,後発国
の産業発展におけるイノベーション能力の形成を意味
する｢二段階キャッチアップ｣の必要性を強調する｡
東アジア･中国電子産業の発展プロセスをみると,
第1次キャッチアップに続く第2次キャッチアップ-
の展開というキャッチアップパターンの共通性が見ら
れている｡異なる国(地域)と産業によって,ローテ
ク産業とハイテク産業,組立型産業と擦り合わせ型産
業の発展のように異質性があるとしても, ｢コア技術
の習得段階からイノベーション能力の構築段階へ｣と
いう産業発展の原則に照らして見れば,それはむしろ
同質性に含まれるようになる｡今後, ｢二段階キャッ
チアップ｣が中国の多くの産業で展開し続ける｡
筆者は, 4つの追加点を挙げ,後発国の産業発展に
おける｢二段階キャッチアップ｣の必要性を示した｡
第1に,後発国の産業発展はいつまでも｢後発性の利
益｣戦略をとることとすれば,価格競争や研究開発無
視の悪循環に陥りやすいのであろう｡第2に,先進国
から技術移転によって誕生した後発国の新産業は,コ
ア技術のスピルオーバー効果が限定的であり,製品の
すり合わせ技術を欠落していると見られている｡第3
に,コア技術を獲得,吸収するプロセスは,企業の持
続成長につながり, R&Dの投入,外部資源の利用,
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人材育成などの諸条件の整備を通じ,やがて｢技術革
新の好循環｣の構築が可能となる｡第4に,新産業と
新技術創出の担い手は,産業集積･クラスターの効果
を享受しながら,持続的に研究開発を行う企業にある｡
2.審査内容
【主な学術的貢献】
審査対象論文は中国を対象に,電子産業を念頭にし
て,そしてこの点は湯氏自身が自覚できているか疑問
でもあるが｢市場経済ベース｣で工業化モデルを,
｢二段階キャッチアップ｣として一般化,整理する試
みを示している｡まず,同論文の意義と学術的貢献を
示しておきたい｡
1)第1章で丁寧に先行研究をレビューし,途上国の
工業化論を二系統に整理している｡その中で後発国の
工業化論の最高水準にあると見られる末廉昭の『キャ
ッチアップ型工業化論』を批判的に検討し,後発国産
業発展における｢二段階キャッチアップ工業化｣モデ
ルの必要性とその枠組みを本論文が最初に提唱した
(第1章)｡
2)戦後,日本のカラーテレビと半導体装置産業,韓
国の半導体とm液晶産業,台湾の半導体,パソコ
ンとm液晶産業の発展を検討し, ｢二段階キャッチ
アップ工業化｣モデルに基づき,それぞれのキャッチ
アップパターンとそれらの共通性を明らかにし,キャ
ッチアップ展開の段階を位置づけている(第4章)｡
3)日本国内では中国電子産業に関する多くの研究が
ある｡しかし中国建国(1949年)以降,各時期の産
業･企業データを用いて,中国電子産業の発展の歩み,
電子部品産業の育成,産業集積の形成,企業ガバナン
スの改革,人的資源管理,生産方式の構築,研究開発
の特徴などをより具体的で包括的に明らかにする研究
は少なく,本論文ではかかる包括的かつ実証的研究を
成し遂げている｡
4)またこの実証研究については,中国電子産業を中
心に多数の開発区,企業,工場の実態調査を重ねてい
る｡中国のイノベーションシステムを整理し,産業ク
ラスター,インキュベータの展開とハイテク産業の現
状,さらに,中国のハイテクパークと中小電子企業の
イノベーションを実証的に示している｡
しかし,こうした意義が認められるものの,本論文
には以下の問題も残されている｡
1)電子産業に焦点を絞って途上国の工業化モデルを
考える点について
まず,電子産業がアーキテクチャとして極めてオー
プンな特性を持っており,またそれゆえ, IT/グロー
バリゼーションの追い風に乗って成長しうる歴史的特
徴を纏っており,これら特性,特徴を度外視してモデ
ルとして一般化することができるか,疑問の余地があ
る｡
そのアーキテクチャがオープンであれば,モジュー
ル,基幹部品,コア部品,コア技術を外部に依存して,
組み立てが可能なのであり,そうした産業を自己完結
型の工業化モデルとしてとらえることにも疑問が残る｡
もちろん,中国もグローバル経済の下で発展してい
るのであるから,自己完結型である必要性も認められ
ないかもしれない｡しかし現在中国が｢世界の工場｣
になっているのはグローバリゼーションの下で,付加
価値の取りにくい製造を担っているからであり,その
点でグローバル企業のsubcontractorとしての役割を
負っているという面も持ち合わせている｡だとすれば
サブコンとしての工業化の一種と極論できるかもしれ
ない｡つまり依然金泳鏑｢第4世代工業化｣モデルで
とらえられるのかもしれないのである｡
2)また揚氏は東南アジア諸国でできなかったコア技
術の獲得が中国で可能となり,さらにはイノベーショ
ンへの手がかりを有している点を重視し,中国電子産
業が第1次キャッチアップを手中におさめつつ,第2
次キャッチアップの準備段階に入っていると考えられ
ている｡言うまでもなく,キャッチアップ工業化は途
上国の工業化モデルである｡しかし,東南アジアと区
別されるべき乗アジア(極東),殊に中国を途上国と
して位置づけることができるといえるか?中華思想の
実体的実績も過去に有し,米ソ二重対峠の下で重工業
化を早急に達成しなければならなかったこと,ならび
に｢社会主義｣体制の下で公教育が充実されたことに
後押しされ,東南アジア諸国とは異なる工業化の基礎
を改革開放前に築いていたとも考えられる｡
湯氏も紹介している末贋氏の立論つまり,長い産業
発展の歴史と幅広い産業集積,重層的で多様な技術導
入のチャネル,豊富な技術者,基盤技術をもつ地場企
業の存在という中国の独自性は妥当しているようにも
見受けられる｡だとすれば,中国をそもそも途上国の
工業化モデルとして対象化する根拠はどこにあるので
あろうか｡
3)さらに第3の問題として工業化は国家戦略として
達成されるのか,市場経済ベースで達成できるのかと
いう問題が残る｡
湯氏は企業の所有権構造の改革(≒民営化)が第2
次キャッチアップに不可欠な要素としており,工業化
を市場経済ベースで考えているように見受けられる｡
しかし,中国政府は外国自動車会社の進出には①出
資50%未満の合弁形態, ②一定のローカル･コンテン
ツ, ③研究開発部の設置, ④輸出奨励を義務付けてい
るようにきわめて戦略色が強い｡自動車を取り上げる
と,中国の工業化は政府の役割が大きい｡しかし,筆
者は電子産業を対象にしている点にも由来しているの
か,きわめて市場経済ベースで中国の工業化をモデル
化しており,政府の関与がモデルの中に入る余地が少
ない｡
この点に関してはまず,湯氏は利益へのインセンテ
ィブが働かなければ,イノベーションは起きないと考
えて,企業の所有権構造の改革(≒民営化)の必要性
を主張されていると見受けられる｡しかしそういいえ
る根拠がしめされていない｡また,工業化は国家戦略
として発動されて初めて機能するのといえるのではな
いか｡
さらに市場経済ベースで工業化の成果をアプリオリ
にみると,その影の部分がなかなか見られないものと
なるのではないか｡格差について触れられていない大
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きな要素だと思われる｡
また構成上のさらなる整理が必要であろう｡すでに
口頭試問の際に本人も認めていたが,第4章を第Ⅱ部
に移し,第Ⅱ部で散見される電子産業に関する基本的
な定義や経済上の位置を最初に明確にしておいた方が
よいであろう｡全体として,叙述の重複･繰り返しが
やや多いのが気になったところである｡
また｢二段階キャッチアップ論｣についても,なお
検討すべき余地が残されているように思われる｡まず,
湯氏が重視する｢コア技術｣の内実がさらに明らかに
される必要がある(これは口頭試問の際に参考資料と
して出されたので解決済み)｡また,中国の電子産業
(とくに液晶産業)のキャッチアップに関する湯氏の
評価,すなわち各産業が第1次キャッチアップのどの
段階にあり,第2次キャッチアップ段階へと進みうる
展望とそのための必要条件への評価が明確でないよう
に思われる｡
短期間での博士論文の執筆は,同時に本論の限界に
もなりうる｡実態調査は効率的に成果を残すことが可
能であるが,時間的な制約のために,どうしても先行
研究のレビューや関連資料･統計の収集･解析が不十
分となりがちである｡とくに中国内の研究書や学術雑
誌(米国で学位を取得した中国人研究者の博士論文を
含む)で取り上げられた争点と噛み合った議論が事例
研究部分で展開できず,どうしても日本人読者に対す
る解説にとどまる傾向がある｡そのため実態調査の結
果の取り扱い方としては,実態を伝達する努力にかな
りの力が割かれており,著者自身による政策や現況に
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対する評価が必ずしも十分なされているとは言い難い｡
なかでも,実態調査の結果をほとんど加工することな
く,比較･対象区も設定せずにアプリオリに取り上げ
ることは,例証になるかもしれないが,必ずしも実証
的な態度とはいえないのではなかろうか｡
最後に中国人留学生として日本語を使いこなしてい
る点は高く評価できるが,受身･能動の使い方, ｢て
にをは｣の使い方にまだ一部改良の余地がある｡今後,
単著として刊行される場合には,この点を本人が十分
認識すると同時に,研究科ないし大学全体として,サ
ポート体制(日本語のチェックを担当する｢非常勤講
師｣の任用など)を整備することが強く求められてい
るように思われる｡
3.審査結果
しかしながら湯論文に残されている問題点は開発経
済学上さらには経済学上の未解決の問題点と共通する
ものであり,開発経済学さらには経済学上の興味ある
問題点でもある｡また,真筆かつ継続的にテーマを追
求し,限られた時間のなかで,計画的に博士論文を作
成した能力は高く評価される｡博士後期課程の3年間
における研究成果であることを考えれば,上述したコ
メントは過度な期待に基づくものであり,内容的にも,
学術論文の体裁としても,博士論文としての基準は十
分にクリアーしているものと考えられる｡
したがって湯進氏の学位請求論文は博士(経済学)
の学位に値すると考えられる｡
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